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注１） 道路橋約７３万橋のうち、建設年度不明橋梁の約２３万橋については、割合の算出にあたり除いている。（2017年度集計）
注２） トンネル約１万１千本のうち、建設年度不明トンネルの約４００本については、割合の算出にあたり除いている。 （2017年度集計）
注３） 国管理の施設のみ。建設年度が不明な約１，０００施設を含む。（ ５０年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施

設は約５０年以上経過した施設として整理している。） （2017年度集計）
注４） 建設年度が不明な約２万ｋｍを含む。（３０年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は約３０年以上経過した

施設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計上している。） （ 2017年度集計）
注５） 建設年度不明岸壁の約１００施設については、割合の算出にあたり除いている。 （2017年度集計）

１．我が国が直面する状況

急激な人口減少 社会資本の老朽化

集中豪雨の増加 都市部における気温の上昇 熱中症による救急搬送増加

出典：平成30年12月25日国土審議会計画推進部会企画・モニタリング専門委員会資料 出典：国土交通省

出典：気象庁HP 出典：気象庁「気候変動監視レポート2017」 出典：消防庁HP

○ 急激な人口減少（12,808万人：2008年 ⇒10,192万人：2050年）
○ 社会資本の老朽化（建設後50年以上経過する施設の割合が加速度的に増加）
〇 気候変動（短時間強雨（50mm/h以上）の発生回数は約30年前の約1.4倍、ヒートアイランド現象が進行）

東京、名古屋、大阪と都市化の影響が比較的小さいとみられる
15 観測地点平均の年平均気温偏差の経年変化（1931～2017 年）

1976～1985 年の平均
年間発生回数（約174回）

2008～2017 年の平均
年間発生回数（約238回）

我が国の人口の長期的推移

1



○ 持続可能な開発目標（SDGs） は2015年9月の国連総会において採択（17の目標）

○ 17の目標は相互に関係しており、複数の課題の統合的な解決や、1つの行動によって複
数の側面における利益を生み出すマルチベネフィットを目指すことがSDGsの特徴

〇 自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを
進めるグリーンインフラの推進は、SDGsの目標達成にも貢献するものと期待

２．グリーンインフラとＳＤＧｓ①
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コウノトリ野生復帰推進
計画に基づく環境整備

写真出典：兵庫県ホームページ
https://web.pref.hyogo.lg.jp/tjk01/
documents/000019355.pdf

平成16年台風23号
による浸水被害

写真出典：「みんなが輝く地域の宝もの 円
山川」（国土交通省近畿地方整備局豊岡
河川国道事務所 2011.03.30）

出典：国土交通省水管理・国土保全局河川環境課提供資料

治水対策
の実施

地域による人工巣塔整備、
無・減農薬農法等

河川管理者による治水対策
と併せた湿地整備

野生絶滅したコウノトリの野生復帰を実現

↑[ブランド米]
｢コウノトリ育むお米｣の売上高は放鳥開始時
2,200万円から4億円（H28年）に

←[環境学習]
小学校の環境学習の一環
として、小学生による生物
調査を実施

[地域づくりへの貢献]
整備した湿地を活用し、
「加陽湿地まつり」を開催

河川を軸とした生態系ネットワークの形成・流域での地域の取組

波及効果

代表的なＧＩ取組事例：円山川の治水対策／同河川を軸とした生態系ネットワーク形成の取組

遊水地等の整備を通じて
洪水による自然災害を抑制

治水対策とそれに併せた湿地の整備

無･減農薬農法等の導入
によるコウノトリの
生息環境の保全

流域での官民連携によるマルチステーク
ホルダーパートナーシップの実現

治水対策による水災害被害の軽減

環境創造型農業による
農作物（米）のブランド化

小学校の環境学習の場の
確保で、質の高い教育環
境を形成

実際のグリーンインフラへの取組みにより、複数のＳＤＧｓの目標達成に寄与

※公表資料等を基に総合政策局環境政策課作成

２．グリーンインフラとＳＤＧｓ②
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３．グリーンインフラ推進に係る最近の取組①

取組事例：茨城県守谷市と全国初のグリーンインフラに関する包括連携協定を締結

包括連携協力で目指すこと

○ 茨城県守谷市と福山コンサルタントは、守谷市の恵まれた自然資本を活用し、
グリーンインフラによる地域課題の解決や地域活性化を目指し、市全体としての
計画的なグリーンインフラ推進にむけた包括連携協力の協定を締結。

建設通信新聞 2017.11.29

○全国初の試みである計画的なＧＩ
導入

○自然資本を生かした新たなまち
づくりを推進

【当面の予定】

・今年度：市で部局横断的な勉強会やワーク
ショップを開催。職員の意識の共有化、今後
の実施施策を議論。

・来年度：初頭に推進組織を立ち上げ予定。

・次のステップでガイドラインを作成予定。

協定に基づく専門コンサルタントの連携協力事項

（1）知的資源の活用に関すること

（2）人的資源及び物的資源の活用に関すること

（3）その他目的を達成するために必要な事項に関すること

4出典：守谷市ホームページ



３．グリーンインフラ推進に係る最近の取組②

取組事例：茨城県守谷市と全国初のグリーンインフラに関する包括連携協定を締結

○ また、グリーンインフラの一環として、ホップを栽培しグリーンカーテンとして活用。
収穫されたホップでビールを生産、地元商店での販売やふるさと納税の返礼品に
活用。売り上げの一部はグリーンインフラの資金に充当。

市役所の中庭で育つホップ

MORIYA GREEN BEER チラシ 5出典：守谷市ホームページ



0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京23区

政令指定都市

中核市

合計

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合計画

都市計画マスタープラン

緑の基本計画

環境基本計画

生物多様性地域戦略

他（総合治水計画等)

計画に位置づけている 位置づける予定

次期改定時に検討 次期改定時に検討を判断

検討の必要性を感じていない 検討は考えていない

その他

４．グリーンインフラを含む計画等の策定状況

（調査概要） 対象都市：東京23区、政令指定市（20）、中核市（54）、
対象課 ：総合計画、都市計画マスタープラン、緑の基本計画、環境基本計画、生物多様性戦略、その他（総合治水計画等）の担当課室

【自治体におけるＧＩの認知状況】
0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京23区

政令指定都市

中核市

合計

理解し、議論もしている 理解している0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合計画

都市計画マスタープラン

緑の基本計画

環境基本計画

生物多様性地域戦略

他（総合治水計画等)

理解し、議論もしている 理解している

聞いたことがある 聞いたことがない

（都市別）

（計画担当課室別）

（出典）環境政策課（主要な行政計画へのグリーンインフラの位置づけに関する現状調査※（2018年11月実施））

【自治体の行政計画等へのGIの位置づけ状況】

（都市別）
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（計画担当課室別）

N=69

N=77

N=72

N=73

N=41

N=34

6


